
社団法人　経済同友会

調査期間：2000年１１月２７日～１２月８日
調査対象：1999年度経済同友会幹事、経済政策委員会委員および経営トップマネジメント

計７９４名
集計回答数：325名（回答率＝40.9％）〔製造業110名、非製造業215名〕
＊本調査は年4回（3月、6月、9月、12月）実施

【調査結果の概要】

2000年12月19日

2000年１２月（第55回）景気定点観測アンケート調査結果

Ⅰ. 景況判断は「緩やかに拡大している」との判断が引き続き最多となったが、その
割合は前回調査（9月）よりも低下した。景気の現状は足踏み状態で、先行きに懸念
ありとの見方が増えていることが読み取れる。

　　(1）景気の現状については、「緩やかに拡大」との判断が減少し（76％→
57％）、「横這い
　　　　状態」との判断が増加した（22％→36％）。(P2図表1）

　　（2）2000年度の景気パターンについては、「前半拡大、後半横這いか後退」が
増加した
　　　　（15％→38％）。（P3図表3）

　　(3)景気の回復要因としては、「企業収益の回復」（45％）、「設備投資の回
復」（45％）、
　　　　低迷要因としては、「個人消費の低迷」（44％）が挙げられている。（P3
図表4）

Ⅱ. 企業業績、設備投資等
　　（1）2000/10-12月期、2001/1-3月期ともに「増収増益」予想が最多（製造業で
は約5割、
　　　　非製造業では約4割）。（P7 図表8（1）～（3））

　　（2)2000年度の設備投資計画は、「増額」の割合が前回調査から若干増加
　　　　（製造業50％→52％、非製造業42％→43％）。（P8 図表9)

Ⅲ. トピックス＜21世紀初頭の日本経済＞
　　（1）21世紀初頭の日本経済をリードしていく可能性の高い分野は、「情報技術
（IT）関連」
　　　　（95％）、「バイオテクノロジー」（48％）、「モノ作り（IT関連を除
く）」（46％）。
　　　　（P11　図表13）
　　（2）日本経済の発展に必要なものは、「規制改革の推進」（56％）、「情報通
信インフラの
　　　　 整備」（46％）、「財政構造改革」（46％）、税制改革（31％）。（P12
図表14)

    （3）雇用をめぐる環境の変化のうち、好ましいものは「成果主義の導入増加」
（79％）、
　　　　 「年功序列型賃金体系の崩壊」（50％）、「高齢者の就業率が大幅に上

－1－



Ⅰ．日本経済

１．景気の現状について
現在の我が国の景気動向をどのように判断されますか。

全体（回答数320件）
図表１

調査時点 99/12 2000/3 2000/６ 2000/9 2000/12

拡大している。 1.2 2.3 0.7 0.9 0.6
緩やかに拡大している。 56.1 52.2 65.8 76.3 57.2
横ばい状態が続いている。 39.4 44.0 32.2 21.9 36.3
緩やかに後退している。 1.8 1.2 1.0 0.3 5.3
後退している。 0.3 0.0 0.0 0.3 0.0
その他 1.2 0.3 0.3 0.3 0.6

図表２　景気判断をめぐる業種別内訳※

58.2 36.5 5.3
　製造業［加工組立］ 64.2 28.3 7.5
　製造業［素材業種］ 63.4 34.1 2.4
　製造業［医薬品・食品］ 46.7 53.3 0.0

56.5 37.8 5.7
　建設業 48.0 52.0 0.0
　卸売業・商社 52.9 29.4 17.6
　不動産業［含む不動産管理］ 57.1 42.9 0.0
　金融・保険・証券業 85.3 11.8 2.9
　運輸・倉庫業 66.7 33.3 0.0
　電気・ガス・水道・熱供給業 66.7 33.3 0.0

57.1 42.9 0.0
52.8 38.9 8.3

　外食・旅行・消費者サービス 50.0 50.0 0.0
　小売業 12.5 87.5 0.0
　その他 39.1 52.2 8.7
　＜対個人向け業種＞ 25.0 75.0 0.0
※「拡大」は「拡大」、「緩やかに拡大」の合計。「後退」は「後退」、「緩やかに後退」の合計。

　　また、回答者が所属する業種によってサンプル数に差があることに注意

　　（各業種の回答数は最終ページ参照）。

＊＜対個人向け業種＞＝「外食・旅行・消費者サービス」「小売業」を加えた小計を示す。

　研究所・コンサルティング・監査法人

　情報通信・メディア・コンピュータ関連

製造業

非製造業

拡大 横ばい状態 後退

（回答比％）

(回答比％)

景気の現状については、「緩やかに拡大している」との判断が最も多い(57％）
が、その割合は前回（76％）よりも低下し、「横這い状態が続いている」が増加
（22％→36％）。
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２．2000年度（2000年4月～2001年3月）の景気と主要な経済指標について

（１）2000年度の景気パターンをどのように展望されますか。

図表３
回答数320件

全体 (回答比：％)

2000/6 2000/9 2000/12
年度を通じて拡大が続く 32.2 41.9 27.5

前半は拡大するが、後半には横這いか後退に転じる 14.3 15.3 37.8

前半は横這いだが、後半に拡大する 29.0 21.6 10.6

年度を通じて横這いが続く 18.6 18.6 17.2

前半横這いだが、後半には後退する 2.9 0.6 4.4

前半は後退するが、後半には横這いか拡大に転じる 2.0 0.9 1.3

年度を通じて後退する 0.0 0.0 0.0

その他 1.0 1.2 1.3

（２）そのように判断する根拠をお選び下さい（２つまで回答可）。

図表４
回答数320件

全体   (回答比：％)

調査時点 99/12 2000/3 2000/6 2000/9 2000/12

回復 2.8 43.7 56.9 62.2 44.7

低迷 27.4 10.2 7.8 3.9 7.8

回復 36.6 42.6 50.3 56.8 44.7

低迷 8.6 7.6 2.6 3.9 6.3

回復 11.4 16.0 11.4 10.5 5.3

低迷 24.9 25.9 31.4 24.9 43.8

効果 40.9 12.0 3.6 1.5 2.5

薄い 7.4 11.1 10.8 11.1 17.8

増加 10.5 0.9 1.0 2.7 0.9

低迷 0.9 1.2 1.0 1.5 2.2

回復 12.0 14.0 6.2 5.7 2.2

不振 2.2 0.6 0.7 0.6 3.8

輸入　　 増大 0.3 0.6 1.3 0.0 0.6

その他　 4.6 2.9 4.9 3.3 6.9

住宅投資

設備投資

企業収益

個人消費

公共投資

回　　　答

輸出　　

2000年度の景気パターンについては、「前半拡大、後半横這いか後退」が増加して
最多（15％→38％）となった。前回調査で最多だった「年度を通じて拡大が続く」
は42％から28％に大きく低下した。

景気判断の根拠としては、「企業収益の回復」（45％）、「設備投資の回復」
（45％）が回復要因として挙げられている。一方、低迷要因としては、「個人消費
の低迷」が前回（25％）から大幅に増加した（44％）。
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（３）対ドル円相場：２００１年３月末値

図表５

0.0

8.2

47.5

35.5

7.5

1.3

0.0

0.0

0.0

0.0

0 10 20 30 40 50

９０円未満

９０円以上９５円未満

９５円以上１００円未満

１００円以上１０５円未満

１０５円以上１１０円未満

１１０円以上１１５円未満

１１５円以上１２０円未満

１２０円以上１２５円未満

１２５円以上１３０円未満

１３０円以上

全体（回答数：318件）

  2001年3月末の為替予想は、「105円～110円」（48％）が最も多く、「110円～115
円」（36％）がそれに続いている。前回調査の2000年12月末予想に比べ「110円～115
円」が増加（16％→36％）し、若干円安方向にシフトした。

 

％
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（４）日経平均株価（東証・２２５種）：２００１年３月末値

図表６

35.3

30.9

10.1

4.4

0.9

0.0

0.0

0.0

0.0

0.6

5.4

12.3

0 10 20 30 40

12,000円未満

12,000円台

13,000円台

14,000円台

15,000円台

16,000円台

17,000円台

18,000円台

19,000円台

20,000円台

21,000円台

22,000円以上

全体（回答数：317
件）

％

 2001年3月末の株価予想は、「15,000円台」（35％）が最多となり、「16,000円
台」（31％）がそれに続いている。前回調査の2000年12月末予想（「18,000円台」
が40％で最多）と比べ大きく下方修正されたが、調査時点の株価（11/21、14,408
円）からは若干上昇するとの見方となっている。
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（５）金融政策について、お考えに近い番号をお選び下さい。

図表７

「現状維持」が81％を占めている。

3.5

81.4

15.1

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100
全体（回答数：318件）

％

現状より引き
締め方向に変
更すべき

現状維持で
よい

現状より緩和
方向に変更す
べき

（前回
3.3%）

（前回
84.1%）

（前回
12.6%）
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Ⅱ．企業業績、設備投資等
１．貴社の業績についてお伺いします。下表から該当する番号をお選び下さい。

図表８(1)
全体

経常利益
増益 横ばい 減益
(+) (→) (-)

増収 43.6 8.2 3.6
(+) 44.9 9.2 3.0
横ばい 6.9 17.0 3.3
(→) 6.6 18.7 3.3
減収 4.3 5.2 7.9
(-) 4.6 3.6 6.2 （回答比％）

図表８(2)

経常利益
増益 横ばい 減益
(+) (→) (-)

増収 50.5 10.1 4.6
(+) 55.0 10.1 4.6
横ばい 5.5 11.9 1.8
(→) 6.4 10.1 1.8
減収 6.4 3.7 5.5
(-) 4.6 1.8 5.5 （回答比％）

図表８(3)
非製造業

経常利益
増益 横ばい 減益
(+) (→) (-)

増収 39.8 7.1 3.1
(+) 39.3 8.7 2.0
横ばい 7.7 19.9 4.1
(→) 6.6 23.5 4.1
減収 3.1 6.1 9.2
(-) 4.6 4.6 6.6 （回答比％）

（注）いずれも前年同期比

売
上
高

売
上
高

【上段：(2000/10-12月)期見込　回答数：109件､
　下段：(200１/１-３月)期予想　回答数：109件】

売
上
高

【上段：(2000/10-12月)期見込　回答数：305件､
　下段：(200１/１-３月)期予想　回答数：305件】

【上段：(2000/10-12月)期見込　回答数：196件､
　下段：(200１/１-３月)期予想　回答数：196件】

製造業

2000/10-12月期、2001/1-3月期ともに「増収増益」予想が最多となっている。「増収
増益」予想は製造業で約５割、非製造業で約４割となっている。
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２．貴社の設備投資計画（2000年度）についてお伺いします。
（１）国内の設備投資計画額(2000年度)は99年度比でどのようにするご予定でしょうか。

図表９

（２）「(1)」で「増額」および「横ばい」をお選び頂いた方に伺います。
増額の主な項目をお選び下さい。(複数回答可)

図表１０

製造業では「増額」の割合が前回調査から若干増加し（50％→52％）、「減
額」の割合が減少した（18％→13％）。非製造業では、「増額」の割合が前回
調査から若干増加した（42％→43％）が、「減額」の割合も増加した（13％→
17％）。

製造業では「能力増強投資」（48％）が最多で、「維持・補修・更新投資」
（35％）がこれに続いている。非製造業では、「情報化投資」（56％）に「新規
事業投資」（35％）、「維持・補修・更新等の投資」（25％）が続いている。

51.9

35.2

13.0

43.2
40.0

16.8

0

10

20

30

40

50

60
製造業（回答数108件） 非製造業（回答数190件）

99年度並み 減額

48.3

23.6

31.5

27.0

34.8

0.0

34.8

6.7

27.1

13.2
15.3

35.4

25.0

0.7

55.6

7.6

0

10

20

30

40

50

60
製造業（回答数89件） 非製造業（回答数144件）

%

増額

能
力
増
強
投
資

研
究
開
発
投
資

省
エ
ネ
・
合
理

化
・
省
力
化
投

資 新
規
事
業
投
資

維
持
・
補
修
・

更
新
等
の
投
資

海
外
か
ら
の
投
資

撤
退
に
よ
る
投
資

増 情
報
化
投
資

そ
の
他

前回
前々
（49.6%
）
（49.1%

（42.1%
）

（32.5%
）

（44.6%
）

（17.9%
）
（25.9%

（13.3%
）

%
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（３）「(1)」で「横ばい」および「減額」をお選び頂いた方に伺います。減額の主な項目を
お選び下さい。(複数回答可)

図表１１

減額項目は、製造業では「能力増強投資」（36％）、非製造業では「維持・補
修・更新投資」（30％）が最多となっている。特に「能力増強投資」に関して
は、製造業に於いて、前回調査（9月）と比較して58％から36％へと大幅な減少
となっている。

36.4

9.1

13.6

25.0

22.7

2.3

11.4 11.4

28.4

9.9

2.5

23.5

29.6

1.2

8.6

16.0

0

10

20

30

40 製造業（回答数44件） 非製造業（回答数81件）

能
力
増
強
投
資

研
究
開
発
投
資

省
エ
ネ
・
合
理

化
・
省
力
化
投
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資
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外
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の
投
資

シ
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に
よ
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投
資
減
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報
化
投
資

そ
の
他

%
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３．貴社の雇用の状況についてお伺いします。現状の雇用人員をどのようにお考えでしょうか。

図表１２

（回答比％）

調査時点 99/12 2000/3 2000/6 2000/9 2000/12
過剰 41.6 41.0 35.2 27.5 28.2
どちらでもない 47.5 47.9 49.7 57.0 53.7
不足 10.9 11.1 15.1 15.5 18.1
過剰 53.4 58.8 50.9 38.9 38.9
どちらでもない 42.4 35.3 43.8 53.1 50.9
不足 4.2 5.9 5.4 8.0 10.2
過剰 34.8 31.0 25.8 21.2 22.4
どちらでもない 50.5 54.9 53.2 59.1 55.2
不足 14.7 14.1 21.0 19.7 22.4

全　体

製造業

非製造業

「過剰」の割合は前回調査並み（28％）だったが、「不足」の割合が若干増加し
た（16％→18％）。非製造業（「過剰」22％）に比べると製造業（「過剰」
39％）の雇用過剰感が強い。

22.4

38.9

28.2

55.2

50.9

53.7

22.4

18.1

10.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

非製造業

製造業

全体

過剰 どちらでもない 不足

回答数：製造業＝108件

回答数：非製造業＝201件

回答数：全体＝309件
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Ⅲ．トピックス

１．２１世紀初頭（10年程度）の日本経済

ですか。（３つまで回答可）

図表１３

（１）２１世紀初頭の日本経済をリードしていく可能性の高いのはどの分野

0.5

2.9

8.6

7.1

21.4

24.8

26.7

41.4

50.5

92.9

0.9

3.7

10.2

4.6

14.8

41.7

54.6

42.6

98.1

0.6

1.9

6.9

8.2

15.7

21.4

31.8

45.9

47.8

94.7

0.0

0.0

0.0

0.0

0 20 40 60 80 100

全体（回答数：318件）

製造業（回答数：108件）

非製造業（回答数：210件）

情報技術（ＩＴ）関

バイオテクノロジー

モノ作り（IT関連を除
く）

環境サービス

福祉・介護サービス

金融サービス

人材派遣

エンタテイメント

貿易業

宇宙・海洋開発

その他
％

「情報技術（IT）関連」（95％）が最多で、「バイオテクノロジー」
（48％）、「モノ作り」（46％）、「環境サービス」（32％）がそれに続いて
いる。
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(2)２１世紀初頭の日本経済の発展に必要なものは何と考えますか。
（３つまで回答可）

図表１４

1.4

2.8

1.4

6.2

5.7

9.0

5.2

13.7

14.2

13.7

18.0

20.4

33.6

45.0

47.4

53.6

0.9

0.9

8.3

1.9

7.4

5.6

12.0

8.3

15.7

17.6

23.1

14.8

25.9

46.3

44.4

60.2

1.3

2.2

3.8

4.7

6.3

7.8

7.5

11.9

14.7

15.0

19.7

18.5

31.0

45.5

46.4

55.8

0 10 20 30 40 50 60 70

全体（回答数：319件）

製造業（回答数：108件）

非製造業（回答数：211件）

規制改革の推進

情報通信インフラの整
備

財政構造改革・財政赤
字の削減

税制改革

教育の改革

技術革新などによる生
産性の向上

％

「規制改革の推進」（56％）が最多で、「情報通信インフラの整備」
（46％）、「財政構造改革」（46％）、税制改革（31％）がそれに続いてい
る。逆に回答が少なかった項目（「その他」を除く）は、「公的金融の改革」
（2％）が最も少なく、これに「通貨安定」（4％）、「社会資本の整備・充
実」（5%）が続いている。

社会保障（年金）制
度改革

中央・地方行政改
革

雇用の流動化

資源・エネルギーの安
定確保

金融・資本市場の
改革

少子化対策

社会資本の整備・充実

通貨安定

公的金融の改革

その他
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(3)雇用をめぐる環境の変化が予想されますが、次のうち、日本経済にとって好ましい
　　変化は何れとお考えですか。（３つまで回答可）

図表１５

1.9

0.5

4.3

6.2

7.1

5.7

11.4

23.2

38.4

45.0

46.0

76.3

0.9

0.0

6.5

8.3

4.6

10.2

15.7

18.5

29.6

40.7

56.5

84.3

1.6

0.3

5.0

6.9

6.3

7.2

12.9

21.6

35.4

43.6

49.5

79.0

0 20 40 60 80 100

全体（回答数：319件）

製造業（回答数：108件）

非製造業（回答数：211件）

成果主義の導入が増加

年功序列型賃金体系が崩壊

高齢者の就業率が大幅に上
昇

女性の就業率が大幅に上昇

転職率が大幅に上昇

終身雇用制が崩壊

派遣労働者が増大

給与格差が拡大

外国人労働者が増
大

労働時間の一層の短縮

労働組合活動が停滞

その他
％

「成果主義の導入増加」（79％）が最多で、「年功序列型賃金体系の崩壊」
（50％）、「高齢者の就業率が大幅に上昇」（44％）、「女性の就業率が大幅に
上昇」（35％）がこれに続いている。

－13－



（４）２１世紀初頭の日本経済をどのように予想しますか

『経済成長率（実質ＧＤＰ伸び率）』

図表１６
～前半５年平均～

～後半５年平均～

1.9

27.6

56.7

12.4

1.4

0.9

25.9

63.9

8.3

1.6

27.0

59.1

11.0

1.3

0.0

0.0

0.0

0.0

0.9

0.0

0.0

0 10 20 30 40 50 60 70

５％以上

４％以上５％未満

３％以上４％未満

２％以上３％未満

１％以上２％未満

０％以上１％未満

０％未満

全体（回答数318）

製造業（回答数108）

非製造業（回答数210）

％

前半5年平均では１～２％が最多（59％）、後半5年平均では２～３％が最多
（46％）となっており、後半5年間の成長率が高まるという見方が多くなってい
る。

最近１０年間は総じて低成長が続きましたが、今後の経済成長率（実質ＧＤＰ
伸び率）はどの程度とお考えですか。今後１０年間について、前半５年平均、
後半５年平均でお答えください。

11.0

45.7

33.8

5.2

0.5

13.9

45.4

32.4

6.5

11.9

45.6

33.3

5.7

0.6

2.4

1.4

0.9

0.9

0.0

1.9

0.9

0 10 20 30 40 50 60 70

５％以上

４％以上５％未満

３％以上４％未満

２％以上３％未満

１％以上２％未満

０％以上１％未満

０％未満

全体（回答数318）

製造業（回答数108）

非製造業（回答数210）

％

－14－



『物価』

図表１７

32.0

52.4

9.7

4.4

35.5

42.1

15.9

5.6

33.2

48.9

11.8

4.8

0.5

1.0

0.9

0.0

0.6

0.6

0 10 20 30 40 50 60

全体（回答数313）

製造業（回答数107）

非製造業（回答数206）

％

「横這い」（49％）が最も多く、「緩やかな上昇」（33％）がそれに続いてい
る。「過去10年間と同程度の下落」は12％にとどまり、「インフレが加速」と
いう見方はほとんどなかった（0.6％）。

過去１０年間は物価の下落が問題となりましたが、今後はどうなるとお考えで
すか。

下落基調が強まる

過去１０年間と同程度の
下落

横這い

緩やかな上昇

インフレが加速

その他
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２．２１世紀初頭の企業像

図表18

（１）貴社の中長期経営計画は何年計画ですか。

56.8 18.7 8.7

7.9

4.6

6.8

9.9

7.4

9.0

55.0

60.2

18.8

18.5

8.4

9.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

非製造業（回答数202）

製造業（回答数108）

全体（回答数310）

中長期経営計画の期間については、「３年」が57％、「５年」が19％、「10
年」が9％となっている。「その他」（9％）のうち、約半分は２年計画。

３
年

５
年
10
年
策
定
し
て

い
な
い

そ
の
他
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（２）貴社が、中長期的に見て競争力のある企業になるためにこれから重視する方向は
何でしょうか。（３つまで回答可）

図表１９

1.0

4.4

5.9

11.7

6.3

9.8

15.1

10.2

22.4

24.4

13.2

30.2

33.7

47.3

50.7

0.9

1.9

9.3

3.7

9.3

9.3

11.1

21.3

17.6

16.7

48.1

29.6

45.4

23.1

49.1

1.0

3.5

7.0

8.9

7.3

9.6

13.7

14.1

20.8

21.7

25.2

30.0

37.7

39.0

50.2

0 10 20 30 40 50 60

全体（回答数：313件）

製造業（回答数：108件）

非製造業（回答数：205件）

コアコンピタンスの強
化

人材の育成・有効活用

グループ経営の強化

マーケティング力の強
化

技術開発力の強化

資本政策（バランス
シートの再構築、財務
体質の強化、自社株償

％

競争力のある企業になるために重視する方向は、「コアコンピタンスの強化」
（50％）が最も多く、「人材の育成・有効活用」（39％）、「グループ経営の
強化」（38％）、「マーケティング力の強化」（30％）、「技術開発力の強
化」（25％）がこれに続いている。
「人材の育成・有効活用」は製造業23％に対して非製造業47％、「技術開発力

資本効率重視

生産の効率化

企業イメージ・ブラン
ド力の向上

再編・統合などによる
スケールメリットの追

分割・分社などによる
経営効率の追求

コーポレートガバナン
スの強化

国際化

物流の効率化

その他

－17－



（２）貴社が、中長期的に重視している経営指標は何でしょうか。
（３つまで回答可）

図表２０

8.8

0.5

2.0

17.2

22.1

20.1

21.6

23.0

27.9

35.3

41.2

52.9

4.7

11.2

17.8

20.6

20.6

19.6

38.3

47.7

45.8

57.9

7.4

0.3

1.3

15.1

20.6

20.3

21.2

21.9

31.5

39.5

42.8

54.7

0.0

0.0

0 10 20 30 40 50 60 70

全体（回答数311）

製造業（回答数107）

非製造業（回答数204）

キャッシュフロー

売上高利益率

ＲＯＥ（株主資本利益
率）

ＲＯＡ（総資本利益率）

売上高

マーケットシェア

ＥＶＡ（経済付加価
値）

％

中長期的に重視している経営指標は、「キャッシュフロー」（55％）が最多で、
「売上高利益率」（43％）、「ROE」（40％）、「ROA」（32％）がそれに続い
ている。

株価

自己資本比率

対売上高研究開発費比率

対売上高環境対策費比率

その他
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－回答者業種分類－
製造業 110人

加工組立 54
素材業種 41
医薬品・食品 15

非製造業 215人
建設業 25
卸売業・商社 34
不動産業［含む不動産管理］ 7
金融・保険・証券業 36
運輸・倉庫業 18
電気・ガス・水道・熱供給業 6
研究所・コンサルティング・監査法人 15
情報通信・メディア・コンピュータ関連 37
外食・旅行・消費者サービス 5
小売業 8
その他 24

回答者総数 325人
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